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	部局の考え方
	　　○河川の堆積土砂除去

　　　・H18調査にて、除去目安である阻害率20％以上の箇所での堆積量約34万㎥を確認。全体の治水安全度を早期に高めるため、実施箇所を住宅地や築堤部など重点区間に限定し、かつ一部（5％程度）の土砂を残した撤去などの工夫を行っても、現状予算ベースで4年かかる試算。

・洪水の状況によっては、現在阻害率20％未満の箇所も徐々に20％超えとなるなど、土砂撤去が堆積進行に追いつかなくなる可能性がある。

②大量更新時代に直面

　●多くの施設は1960年代に建設、既に40年経過し、耐用年数を次々と迎えている。予算の削減どころか、増額しないと、設備更新できず、次世代へ膨大な負担の先送り、府民の生命・財産へ直撃

　　○橋りょうの予防保全

　　　・2236橋の内、既に40年以上経過し老朽化したものが6割に上る。
・今後耐用年数に達し、架替時期が一斉に到来

・このため年間約35億円投じ、軽補修を適切に実施する予防保全を取り入れることにより耐用年数を50年から100年まで延ばして長寿命化させる
・そうすることで、トータルで2100億円削減できる。
・今、投資をしなければ橋りょうの健全度は急速に悪化し、1980年代の「荒廃するアメリカ」と言われたことが大阪で起こることになり、まさに「次世代へ大きな負担を先送りする」ことになる。

○水門など防災施設の機械電気設備の補修更新

　　　・水門などの機械電気設備は、津波・高潮から府民の生命・財産を守るために、常に正常に稼動しなければならない。

　　　・これまでも適正な予防保全や劣化診断を実施し、耐用年数以上に施設を維持させるほか、更新時期も平準化（更新ピークをずらす）するよう取り組んできたが、Ｓ40年代の高度経済成長期に設置されたものも多く、まもなく大規模な更新時期を迎える。

・このように機械電気設備は、適切な補修を実施しても一定の期間が経過すれば更新しなければならない性格。今後必ず施設更新等維持費用を増額しなければならない。

　　　　　　　　

③都市基盤施設の中期保全計画（案）に基づく適切な投資を
●今必要なことは、将来世代に負担を先送りしないために、適切な投資を行い、都市基盤施設を良好に保つことである。
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＊中期保全計画（案）；都市整備部として、当時の行財政計画を前提に、部所管施設にかかる今後10年間の維持補修計画を検討したもの（平成19年度末）
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